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序 文 

コスタリカ共和国は、経済自立促進、経済基盤強化及び産業発展と民生の向上の両立を

目指しており、特に生産性向上分野は、コスタリカ企業の人材育成及び近代化を通じて、

コスタリカの産業の発展に大きく貢献する分野であると認識されています。 
今回、技術協力を要請してきた中米域内産業技術育成センター（CEFOF）に対しては、

1992 年から 1997 年までプロジェクト方式技術協力「中米域内産業技術育成計画」を実施

し、その後 CEFOF はプロジェクトの技術移転成果の 1 つである 5S（整理・整頓・清掃・

清潔・躾）を中心とした研修を周辺国に対して行い、コスタリカを含む中米域内において

高く評価されています。 
しかしながら、近年、産業活動のグローバリゼーションによって生産性向上に係るニー

ズが大きく変化しており、CEFOF が今後ともコスタリカ国内のみならず中米域内において、

生産性向上に係る技術・情報の発信基地としての位置づけを維持・発展させるためには、

企業経営及び生産現場に直結した技術の向上及びサービス内容の拡充が必要であるとの認

識から、1997 年 1 月に新たな技術協力の要請がありました。 
我が国はこの要請に応え、2000 年 1 月に基礎調査団を派遣し、その後同年 4 月に事前調

査、同年 9 月に短期調査を行い、プロジェクトの基本計画及び投入計画などについて協議

を行ないました。2000 年 12 月には実施協議調査団を派遣し、日本・コスタリカ双方の責

任分担や具体的な技術移転内容などについて最終的に合意した結果を討議議事録（R/D）

及び協議議事録（ミニッツ）に取りまとめた上、署名・交換を行いました。 
上述の経緯を経て、本プロジェクトは、生産管理、品質管理、経営管理、生産性測定の

各分野に係る知識・技術をコスタリカ側カウンターパートに移転し、その後、カウンター

パートが移転された知識・技術を活かした質の高い技術サービスを企業・団体に提供する

ことにより、コスタリカにおける生産性向上に貢献することを目的として 2001 年 1 月から

5 年間の協力を実施しています。 
本調査においては、これまでのプロジェクトの実績を確認し、評価 5 項目の観点から終

了時評価を実施し、必要な申し入れや提言をするとともに、残り協力期間の技術協力計画

及びプロジェクト終了後の協力の方向性に関する協議を行い、それら結果をミニッツに取

りまとめ、署名・交換を行いました。 
本報告書は同調査団の調査結果をまとめたものです。 
ここに本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた日本・コスタリカ両国の関係各位に対

し深甚の謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。 
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CEFOF ： Centro de Formación de Formadores y Personal 

Técnico para el Desarrollo Industrial de 
Centroamérica 

中米域内産業技術育成センター 

JCC ： Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JICA ： Japan International Cooperation Agency 独立行政法人 国際協力機構 
JPC ： Japan Productivity Center for Socio-Economic 

Development 
(財)社会経済生産性本部 

R/D ： Record of Discussion 討議議事録 

SICA ： Sistema de la Integracion Centroamericana 中米統合機構 

 



 

 

評価調査結果要約表 

1. 案件の概要 
国名： コスタリカ 案件名： コスタリカ生産性向上プロジェクト 
分野： 民間セクター開発－産業技術 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署： 経済開発部第一グループ

中小企業チーム 
協力金額（評価時点）：5.26 億円 

先方関係機関：科学技術省、中米域内産業技術育成センタ

ー（CEFOF） 
日本側協力機関：経済産業省、（財）社会経済生産性本部協力期間 

(R/D): 2001.1.20 ～
2006.1.19 
(延長):  
(F/U) :  
(E/N)（無償）  

他の関連協力：  

1-1 協力の背景と概要 
コスタリカ国は、経済自立促進、経済基盤強化及び産業発展と民政の向上の両立を目指して、

既存産業の生産性向上と雇用機会の増大を図りつつ、科学技術の振興を積極的に促進することに

力を注いでいる。特に生産性向上分野は、コスタリカ国企業の人材育成及び近代化を通じてコス

タリカ国の産業の発展に大きく貢献する分野であると認識されている。 
このような背景から、中米域内産業技術育成センター（CEFOF）において、1992 年から 1997

年までプロジェクト方式技術協力「中米域内産業技術育成計画」を実施し、その後 CEFOF はプ

ロジェクトの技術移転成果の一つである 5S（整理・整頓・清掃・清潔・躾）を中心とした研修

事業を周辺国に対して行い、コスタリカ国を含む中米域内において評価を得ている。 
しかしながら近年、産業活動のグローバリゼーションによって生産性向上にかかるニーズが大

きく変化しており、CEFOF が今後ともコスタリカ国内のみならず中米域内において、生産性向

上に関わる技術・情報の発信基地としての位置づけを維持・発展させるためには、企業経営及び

生産現場に直結した技術の向上並びにサービス内容の拡充が必要であるとの認識から 2001 年 1
月から 5 年間の予定で中米域内も協力対象とした本件プロジェクトを開始した。 

   
1-2 協力内容 
(1) 上位目標 

コスタリカ国内及び中米域内において、CEFOF を通じ、生産性向上の活動が強化される。 
 

(2) プロジェクト目標 
CEFOF がコスタリカ企業に対する生産性向上活動を実施できるようになるとともに、その水

準を向上できるようになる。 
 

(3) アウトプット 
 1) プロジェクトの運営管理体制が整備される。 

2) カウンターパート（C/P）の生産管理、品質管理、業務管理、生産性測定に係る分野の

技術レベルが向上する。 
3) コンサルティングサービスが体系的に実施される。 
4) 情報・普及促進サービスが改善される。 



 

 

(4) 投入（評価時点） 
 日本側： 
 長期専門家派遣 5 分野 延べ 9 名 短期専門家派遣 23 名 

研修員受入 26 名 機材供与 61 百万円 
ローカルコスト負担 45 百万円 

 相手国側： 
 カウンターパート配置 延べ 16 名（終了時評価時） 

ローカルコスト負担 1,556 百万コロン 
土地・施設の提供 

2. 評価調査団の概要 

調査者 

総括： 榎下信徹 （独）国際協力機構 専門技術嘱託 
技術移転計画： 口村直也 （財）社会経済生産性本部 国際部 
計画管理： 吉村悦治 （独）国際協力機構 経済開発部中小企業ﾁｰﾑ 主査

評価分析： 道順 勲 中央開発（株）海外事業部 課長 
調査期間 2005 年 10 月 4 日～2005 年 10 月 24 日 評価種類：終了時評価 

3. 評価結果の概要 

3-1 実績の確認 

3-1-1 投入の実績 
(1) 日本側投入実績（評価時点） 
専門家は 5 分野・述べ 9 名の長期専門家と 23 名の短期専門家が派遣された。計 26 名の C/P の

本邦研修を実施した。総額約 61 百万の機材が日本側から供与された。2000 年度から 2005 年度

までの日本側の経費負担は総額 526 百万円
1
である。 

 
(2) コスタリカ側投入実績（評価時点） 
コスタリカ側のプロジェクトへの予算投入は 2001 年度から 2005 年度までの 5 年間で約 1,556

百万コロンである。また総額 317 百万コロンの機材を供与した。人員配置は、プロジェクトマネ

ージメントに関する C/P が 3 名、技術系 C/P が 13 名である。なお、技術系 C/P は、生産管理、

品質管理、経営管理、生産性測定のグループに分類される。 
 

3-1-2 成果の実績 
(1) プロジェクトの運営管理体制が整備される。 
当初計画上の技術系 C/P の配置数は 17 名に対し、終了時評価時点の実際の配置数は 13 名であ

ったが、プロジェクト活動実施に大きな影響を与えることなかった。 
コスタリカ側の本プロジェクトに対する予算支出については、監督官庁である科学技術省側は

当初計画通りの予算を配分した。一方 CEFOF の自己収入が必ずしも十分ではなかったため、職

員の給料遅配や機器の維持管理経費の不足が時として生じた。 
合同調整委員会（JCC）とマネージメントレベルの会議は定期的に開催され、情報共有に役立

ったが、コンサルティングサービスの販売・マーケティングに関する課題が実質的に改善するこ

とは少なかった。 

                                                        
1
 専門家派遣：439、受入研修：15、機材供与：61、調査団派遣：10（百万円） 



 

 

コンサルティングサービスに関わる活動自体は、C/P と日本人専門家により活発に実施され

た。一方、CEFOF のマネージメント部門のコンサルティングサービスに係るマーケティングは

十分とは言い難く、プロジェクトの運営管理体制の整備には課題が残った。 
 

(2) C/P の生産管理、品質管理、業務管理、生産性測定に係る分野の技術レベルが向上する。 
C/P のコンサルティングサービス実施に関わる知識・能力は、全般的には満足できる技術レベ

ルに向上したと判断される。また、OJT（オンザジョブトレーニング）、セミナー、研修用に相

当量のマニュアルや指導教材が作成され、C/P の知識・能力の向上に寄与した。 
 

(3) コンサルティングサービスが体系的に実施される。 
CEFOF のコンサルティングサービスを受けたコスタリカ国内の企業 10 社に対するアンケート

結果は、満足度が高いとの回答が多かった。全般的には、企業に対するコンサルティングサービ

スは、C/P と日本人専門家の良好な関係により効果的に実施されたと言える。 
 

(4) 情報・普及促進サービスが改善される。 
本プロジェクトが実施してきたセミナー、コンベンション、研修の実施を通じて、プロジェク

ト活動に関する情報や教材が、公的機関及び民間企業からの参加者に配布された。 
 

3-1-3 プロジェクト目標の達成度 
本プロジェクトにおける技術移転の結果、CEFOF は生産性向上活動をより高い水準で実施で

きるようになった。特に、日本流の生産性向上活動は、活動対象となった企業において評価が高

い。 
 

3-1-4 プロジェクト目標の達成度 
本プロジェクトにおける技術移転の結果、CEFOF は生産性向上活動をより高い水準で実施で

きるようになった。特に、日本流の生産性向上活動は、活動対象となった企業において高い評価

が得られている。 
 

3-1-5 上位目標の達成度 
本プロジェクトでは、各種活動がコスタリカ国内だけではなく中米域内でも実施され、上位目

標に関しては前広に達成されつつある。これらの活動を通じて、CEFOF と中米域内の公的機関

並びに民間部門との間にネットワークが作られた。また、中米域内の公的機関や民間企業によっ

て広く知られるところとなり、高い評価を得ている。この他、JICA と CEFOF によって中米域内

の人材育成を目的とした第三国研修も実施されている。 
 

3-2 評価結果の要約 
(1) 妥当性： 
「国家開発計画 2002-2006」における経済活性化のための重要課題の一つは、生産セクターの

競争力向上である。また、科学技術省が策定した、「科学技術国家プログラム 2002-2006」の重

要課題の一つが、「すべての人の生活の質的向上を確保する開発の水準を向上させるため、生産

セクターの競争力の向上への貢献」である。我が国のコスタリカ国に対する援助の重点分野の一

つが、産業振興である。生産性向上に関するコンサルティングサービスを提供することは中小企

業のニーズに沿っている。また、我が国は生産性向上分野の類似プロジェクトを実施した豊富な

経験があり、技術的優位性がある。したがって、本プロジェクトの妥当性は確保されている。 



 

 

 
(2) 有効性： 
プロジェクト目標の達成度は、指標としての「CEFOF の技術支援サービスのタイプと顧客数

が増加する」と「裨益者としての顧客が CEFOF の活動に満足する」の観点から、妥当な水準に

あり、本プロジェクトのアウトプットはプロジェクト目標を達成するために十分寄与していると

言える。 
本プロジェクトにおける技術移転の結果、CEFOF の生産性向上活動、すなわちコンサルティ

ングサービス、セミナー、研修の実施能力は強化された。顧客数もコスタリカ国内だけでなく中

米域内等においても増加している。本プロジェクトにおけるコンサルティングサービスを受けた

ほとんどの企業が、CEFOF の活動に対して高い満足度を示している。したがって、有効性は十

分確保されていると言える。 
 

(3) 効率性： 
日本側及びコスタリカ側の投入は、その量、質、タイミングにおいて概ね適切であった。各指

標としての「C/P 配置」「予算配賦」「「合同調整委員会（JCC）の開催状況」「供与機材の活

用状況」「C/P への技術移転状況」「教材・マニュアル等の作成状況」「コンサルティングサー

ビスの活動状況・顧客満足度等」「生産性向上に係る情報提供・普及」の観点から、双方の投入

は効率的にアウトプットに変換され、アウトプットの達成度は概ね満足できる水準であると言え

る。本プロジェクトの実施において、ほぼ良好な効率性が確保されたと言える。JCC とマネージ

メントレベルの定例会議が定期的に開催されたことは適切であるものの、定例会議において提示

された CEFOF のマネージメント面での課題、例えば、コンサルティングサービスの販売マーケ

ティングに関する問題が CEFOF により実質的に改善されることは少なかった。 
 

(4) インパクト： 
1) 上位目標達成の見通し 

C/P は既にある程度 C/P 自身でコンサルティングサービス等を自力で行える技術力を有して

おり、CEFOF は今後、日本人専門家がいなくなっても中小企業に対し生産性向上活動を実施

する技術力を保持していると判断される。さらに、プロジェクト期間中にコスタリカ国内だけ

ではなく、中米域内におけるコンサルティングサービスを既に展開しており、その知名度・評

価は高く、上位目標は前広に達成しつつある。ただし、中米域内での活動を今後強化するため

には、コスタリカ政府が、そのイニシアティブを発揮することが必要とされる。 
 
2) その他のインパクト 
本プロジェクトではカウンターパートの能力向上の一手段である OJT の一環として企業向け

コンサルティングサービスを実施している。日本人専門家とカウンターパートとにより実施し

ているコンサルティングサービスは、企業側に高く評価されている。コンサルティングサービ

スを受けた企業で各種のプラスのインパクトが生じていることが分かった。 
企業に対する質問票調査やインタビュー調査の結果によると次に示すようなインパクトがあ

ったと報告されている。 
i) 作業上使用する言葉の共通理解の促進。 
ii) 思考方法、安全に対する認識、改善（継続的改良）といった点に関して従業員の姿勢が

プラス方向に変化したこと。 



 

 

iii) 生産工程の簡素化や標準化、チームワークの改善、グローバルビジネスにおける国際的

競争についての認識の向上。 
iv) ISO 9001:2000 導入が企業運営の効率性を高めたことと、顧客満足をより重視することに

つながったこと。 
 

(5) 自立発展性 
1)  政策面： 
既述のとおり、本プロジェクトは国家開発計画や科学技術省の科学技術国家プログラム

2002-2006 の目指すところと整合性があることから、政策面で裏付けされていると言える。 
 
2) 組織面： 

CEFOF は生産セクターの競争力強化、生産性向上、情報メカニズム改善のための活動を実

施する役割を持っているが、CEFOF が行っているコンサルティングサービスに関する広報、

販売マーケティングが脆弱であると指摘されている。ただし現在、マーケティングに関して

は、CEFOF では次年度計画においてこの点に関する改善戦略を立てている。 
 
3) 財政面： 
科学技術省は、プロジェクト期間を通じて本プロジェクトに対して、前もって合意した予算

を支出し、これは CEFOF 全体予算の 43%にあたる。残り 57%は CEFOF の活動（研修コー

ス、コンサルティングサービス等）から得られる自己収入である。ただし、全収入の大半が職

員の人件費にあてられ、事業活動費は必ずしも十分ではないので、CEFOF の財政面での自立

発展性をさらに改善する必要がある。 
 
4) 技術面： 
カウンターパートの中には、近隣諸国（エクアドルなど）に第三国専門家として派遣された

実績を持つ者もおり、満足できる水準まで技術力を身につけた者もいる。従って、CEFOF は

今後、日本人専門家がいなくなっても中小企業に対し生産性向上活動を実施する技術力を持っ

ていると判断されるので、技術面の自立発展性については十分であることが確認された。 
   
3-3 効果発現に貢献した要因 
中間評価調査時にカウンターパートの定着を図るための動機付けとして、「経営コンサルタン

ト認定制度」の導入を図ることとした。中間評価時には、優秀なカウンターパートが転職してい

る事実が確認されたが、中間評価以降においては、転職したカウンターパートが存在せず、プロ

ジェクト期間中のカウンターパートの定着を図るという目的は十分達成されたと言える。 
 

3-4 問題点及び問題を惹起した要因 
中間評価報告書では、CEFOF マネージメント及びマーケティング・セールス部、並びに各技

術部門が連携し、企業ニーズの把握とともに、顧客に対し生産性向上に係る一貫したサポートが

できるよう、CEFOF 運営体制の構築が必須であると指摘された。これを受けて、日本人専門家

は、CEFOF 幹部との定例会議や科学技術省大臣との面談の機会に、CEFOF の運営改善に向けた

提案の上、改善を求めてきたが、コスタリカ側が的確に対処することが少なかった。そのため、

中間評価時に指摘された問題点は、終了時評価時点においても必ずしも全て解決されていなかっ

た。ただし、C/P への技術移転は十分に行われており、今後はマネージメントに関する改善が期

待される。 



 

 

予算については、科学技術省は計画通りの配賦を行ったが、CEFOF 自己収入分が十分でなか

ったため、職員の給料遅配や機材維持管理経費の不足が時として生じた。 
   
3-5 結論 
本プロジェクトは、コスタリカ政府の開発政策、中小企業のニーズ、そして我が国の援助方針

との整合性がある。プロジェクト目標の達成度については、人材育成面では満足できるものであ

った。ただし、上述のとおり、販売・マーケティングといった制度面では必ずしも十分なものと

は言えない。この一部組織運営体制の脆弱性については、終了までの期間に引き続き必要な申し

入れを行うとともに、この部分の今後のフォローアップについても検討が必要。 
   
3-6 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

CEFOF が実施した生産性向上に関するコンサルティングサービスに対しては、コスタリカ国

内のみならず中米域内国においても、高い評価が得られている。ただし、CEFOF の自立発展性

を確保するには、CEFOF 職員のビジネス活動に対する認識を変え、マーケティング・販売部の

組織再構築が必要である。この再構築の目的は、より多くの顧客を獲得するためコンサルティン

グサービスに関わる広報及びマーケティング・販売の機能を強化することにある。 
   
3-7 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運

営管理に参考となる事柄） 
生産性向上分野の経営コンサルタント育成を目標とする技術協力プロジェクトの場合、公共部

門と民間部門との間における役割分担の状況を把握するために、事前調査の段階で、その役割分

担の部分について詳細な調査を実施する必要がある。 
   
3-8 フォローアップ状況 
コンサルタント資格認定制度の継続的定着支援のための短期専門家は 18 年度派遣の方向で検

討中である。また、品質管理・生産管理・業務調整のシニアボランティアについては現在募集中

であり、早ければ 18 年４月以降の派遣の予定である。 
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第 1 章 評価調査の概要 

1-1 終了時評価調査団派遣の経緯 

コスタリカ共和国は、経済自立促進、経済基盤強化及び産業発展と民生の向上の両立を

めざして、既存産業の生産性向上と雇用機会の増大を図りつつ、科学技術の振興を積極的

に促進することに力を注いでいる。特に生産性向上分野は、コスタリカ企業の人材育成及

び近代化を通じて、コスタリカの産業の発展に大きく貢献する分野であると認識されてい

る。 

今回の終了時評価調査の対象機関である、中米域内産業技術育成センター（CEFOF）に

おいては、1992 年から 1997 年までプロジェクト方式技術協力にて「中米域内産業技術育

成計画」を実施した。その結果、CEFOF はプロジェクトの技術移転成果の 1 つである、5S

（整理・整頓・清掃・清潔・躾）を中心とした研修事業を周辺国に対して行い、コスタリ

カを含む中米域内において一定の評価を得た。 

しかしながら、近年、産業活動のグローバリゼーションによって生産性向上にかかるニ

ーズが大きく変化しており、CEFOF が今後ともコスタリカ国内のみならず中米域内におい

て、生産性向上にかかわる技術・情報の発信基地としての位置づけを維持・発展させるた

めには、企業経営及び生産現場に直結した技術の向上及びサービス内容の拡充が必要であ

ることから、1997 年 1 月に新たな技術協力を要請してきた。 

我が国はこの要請に応え、2000 年に基礎調査、事前調査、短期調査を行い、要請分野に

関連する国家開発計画との整合性、コスタリカの中小企業のニーズ、CEFOF の活動状況な

どを調査するとともに、技術移転分野を絞り込むなどしてプロジェクトの基本計画及び投

入計画を確認した。それらの結果を踏まえ、2000 年 12 月に実施協議調査団を派遣し、コ

スタリカ側関係機関と討議議事録（R/D）の署名・交換を行った。 

これを受け、2001 年 1 月から「CEFOF が、コスタリカ国内において、生産性向上に係

る活動を実施し、そのレベルを向上できるようになる」ことをプロジェクト目標とした本

技術協力プロジェクトを協力期間 5 年間として実施中である。2003 年 10 月には運営指導

調査団（中間評価）を派遣し、JICA の評価 5 項目を行うとともに、プロジェクト協力内容

の見直しを行った。 

今般、下記 1-2 の目的を以って、終了時評価調査団を派遣した。 

 

1-2 終了時評価調査団派遣の目的 

2006 年 1 月をもって 5 年間の協力期間の終了を迎えることから、以下の諸項目の調査を

目的として、本調査団を派遣する。 

(1) 技術協力の進捗状況及び目標の達成状況を確認の上、評価 5 項目に基づき、プロジ

ェクト終了時評価を実施する。 
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(2) その他、プロジェクト終了後の協力の是非及び方向性につき先方の意見を聴取す

る。 

 

1-3 主要調査項目 

(1) 終了時評価の実施 

ア 科学技術省及び中米域内産業技術センター（CEFOF）の現状 

イ 投入実績の確認 

ウ 技術協力の進捗状況（C/P の技術レベル等）の確認 

エ 評価 5 項目に基づく終了時評価結果の取りまとめ 

 

(2) プロジェクト終了後のフォローに係る協議・意見交換 

ア 「コンサルタント認定」に係る CEFOF 自身の今後の具体的な取組みについて 

イ プロジェクト終了後の協力の是非及びその方向性について（情報収集・意見交換） 

ウ その他 

 

1-4 終了時評価調査団の構成 

氏名 分野 所属 
榎下 信徹 団長（総括） （独）国際協力機構 専門技術嘱託 
口村 直也 技術移転計画 （財）社会経済生産性本部 国際部 
道順 勲 評価分析 中央開発（株）海外事業部 課長 

吉村 悦治 評価管理 
（独）国際協力機構 経済開発部 
第一ｸﾞﾙｰﾌﾟ 中小企業ﾁｰﾑ 主査 

 

1-5 終了時評価調査団日程 

別添 1 のとおり 

 

1-6 主要面談者 

別添 2 のとおり 

 

1-7 終了時評価調査団協議結果 

別添 3 のとおり 

 

1-8 今後の予定 

 2005 年 12 月 15 日 C/P に対するコンサルタント資格認定最終審査会（テレビ会議） 

 2006 年 1 月 10 日プロジェクト終了式典（JICA 及び JPC から各 1 名出席） 
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第 2 章 評価の方法 

2-1 評価設問の設定 

本技術協力プロジェクトが 2006 年 1 月に協力を終了するに際して、終了時評価としてプ

ロジェクト活動の実績を確認・整理する。終了時評価においては、「JICA 事業評価ガイド

ライン」に基づき評価 5 項目の観点から、コスタリカ側と合同で技術協力の進捗状況及び

目標の達成状況を確認・評価した。 

 

2-2 情報の収集・整理方法 

協力の実績、実施プロセスの確認にあたっては、文献資料、民間企業の生産現場の直接

視察、アンケート調査、インタビュー調査といった多面的な情報源を活用した。アンケー

ト調査、インタビュー調査については、実施機関である CEFOF のほか、日本人専門家チ

ーム（コスタリカ生産性向上プロジェクト）、関係機関の科学技術省・経済商工省、

CEFOF による技術サービス実施企業 10 社を対象に行い、ステークホルダーの多角的な意

見が評価に反映されるよう留意した。 

入手した情報は評価分析を行い、その結果は、適宜、評価グリッドを用いて体系的に整

理・要約し、それを踏まえて、合同評価報告書を作成する。 

 

2-3 評価 5 項目 

収集した情報に基づき、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展

性）の観点からプロジェクト評価を行った。 

 

2-4 結論、提言、教訓の導出 

評価結果を基に、結論、今後のプロジェクト活動に対する提言、類似の技術協力プロジ

ェクトの企画・実施にかかわる教訓を導き出した。 

 

2-5 コスタリカ側との共同作業 

上記 2-2 から 2-4 の作業はコスタリカ側評価チームと合同で行った。特に、実績の確認

を受けた評価 5 項目、提言・教訓の導出にあたり、先方評価チームの積極的参画を得た。 
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第 3 章 プロジェクトの実績 

3-1 投入実績・アウトプットの実績 

3-1-1 投入の実績 

(1) 日本側投入 

専門家については 5 分野・述べ 9 名の長期専門家と 23 名の短期専門家が派遣された。コ

スタリカ側からの計 26 名の C/P を受け入れ、研修を行った。総額約 61 百万の機材が日本

側から供与された。2000 年度から 2005 年度までの日本側の経費負担は総額 526 百万円
2
で

ある。 

 

(2) コスタリカ側投入 

コスタリカ側のプロジェクトへの予算費消は 2001 年度から 2005 年度までの 5 年間で約

1,556 百万コロンである。総額 317 百万コロンの機材を整備した。コスタリカ側の現時点の

人員配置は、プロジェクトマネージメントに関する C/P が 3 名、技術系 C/P が 13 名であ

る。なお、技術系 C/P は、生産管理、品質管理、経営管理、生産性測定のいずれかのグル

ープに配置されている。またこの他に、31 名の CEFOF 職員が関わっている。 

 

3-1-2 成果の実績 

(1) プロジェクトの運営管理体制が整備される。 

当初の配置計画における技術カウンターパートの人数は、17 名（パートタイムでの配置

を計画していた 4 名を除く人数）で、終了時評価時のカウンターパートの人数は 13 名であ

る。当初計画より 4 名少ない配置となっている。ただし、人数の少ないことがプロジェク

ト活動実施に影響を与えることは少なかった。 

コスタリカ側の本プロジェクトに対する予算支出については、監督官庁である科学技術

省側は当初計画通りの予算を配分した。CEFOF 予算は、政府から配分される予算と

CEFOF の活動から得られる自己収入による予算とで構成されているが、CEFOF 活動によ

る自己収入が必ずしも十分ではなかったので、職員の給料遅配や機器の維持管理経費の不

足が時として生じた。 

合同調整委員会（JCC）の会議とマネージメントレベルの会議は定期的に開催され、情

報共有に役立っている。しかしながら、会議の際に提示されたコンサルティングサービス

の販売・マーケティングに関する課題が実質的に改善されることは少なかった。 

コンサルティングサービスに関わる活動自体は、カウンターパートと日本人専門家によ

り良好に実施された。CEFOF のマネージメント部門が企業に対し、コンサルティングサー

ビスの広報や奨励を適切に実施していれば、より多くのコンサルティング活動を本プロジ

                                                        
2
 専門家派遣：439、受入研修：15、機材供与：61、調査団派遣：10（百万円） 
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ェクトにおいて実施できたであろうと考えられる。なお、2003 年に実施された中間評価の

報告書には、次のような記述がある。「CEFOF 管理責任者の経営マインドの不足、マーケ

ティング・セールス部門（企画部門）の脆弱性並びに同部と各技術部門（事業部門）の連

携不足について、日本人専門家チーム及び C/P から一様な指摘がなされた。」この中間評

価時の指摘された問題点については、終了時評価調査時においても状況は必ずしも全てが

解決・改善されていなかった。このような点から判断して、プロジェクトの運営管理体制

については改善の余地があり、CEFOF のマネージメントのさらなる改善が求められる。 

 

(2) C/P の生産管理、品質管理、業務管理、生産性測定に係る分野の技術レベルが向上す

る。 

カウンターパートが身につけたコンサルティングサービス実施に関わる知識・能力は、

個人的、あるいはグループによって差が見られるが、全般的には満足できる技術レベルに

向上したと判断される。また、OJT（オンザジョブトレーニング）、セミナー、研修用に

相当量のマニュアルや指導教材が作成され、これらのマニュアルや教材は、カウンターパ

ートの知識・能力の向上を図る上で役立っている。 

 

(3) コンサルティングサービスが体系的に実施される。 

コンサルティングサービスを受けたコスタリカ国内の企業 12 社に質問票を出し、そのう

ち 10 社から回答を得た。その回答によると、コンサルティングサービスの満足度について、

大変高い、高いあるいは満足と評価し、不満足と回答した企業はなかった。コスタリカ国

内の企業は、本プロジェクトのコンサルティングサービスの生産性向上に対するプラスの

効果として、業務上用いる言葉の従業員間での共通理解が進んだこと、従業員の姿勢が積

極的になったこと、チームワークが良くなったこと等があると述べている。 

本プロジェクトでは、高い能力を持つコンサルタントを継続的に育成する目的で経営コ

ンサルタント資格認定制度の導入を図っている。将来この制度がしっかり確立され定着す

るかどうかは、CEFOF の意志と努力にかかっていると言える。 

全般的には、企業に対するコンサルティングサービスは、カウンターパートと日本人専

門家の良好な関係により効果的に実施されたと言える。 

 

(4) 情報・普及促進サービスが改善される。 

本プロジェクトが実施してきたセミナー、コンベンション、研修の実施を通じて、プロ

ジェクト活動に関する情報や教材が、公的機関及び民間企業からの参加者に配布された。

プロジェクト活動を通じての生産性向上に関する情報提供は行われてきたと言える。 
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3-2 プロジェクト目標の達成度 

3-2-1 プロジェクト目標の達成度 

本プロジェクトにおける技術移転の結果、CEFOF は生産性向上活動をより高い水準で実

施できるようになった。特に、日本流の生産性向上活動は、活動対象となった企業におい

て高く評価されている。 

 

3-2-2 上位目標の実績の達成度 

本プロジェクトでは、各種活動がコスタリカ国内だけではなく中米域内でも実施され、

上位目標に関しては前広に達成されつつある。これらの活動を通じて、CEFOF と中米域内

の公的機関並びに民間部門との間のネットワークが構築された。また、中米域内で CEFOF

の活動対象となった企業数も増加している。その結果 CEFOF は、中米域内の公的機関や

民間企業によって広く知られるところとなり、高い評価を得ている。この他、JICA と

CEFOF によって中米域内の人材育成を目的とした第三国研修も実施されている。中米域内

に CEFOF の活動に対するニーズと大きな期待があることが確認されている。今後もこの

ような中米域内での活動を強化するためには、「5S」や「改善」といった分野に関わる中

米域内のコンサルタントを認定する第三国研修のような活動を、コスタリカ政府が主体的

に実施すること（イニシアティブを取ること）が期待される。 

 

3-3 実施プロセスにおける特記事項 

(1) 効果発現に貢献した要因 

中間評価調査時にカウンターパートの定着を図るための動機付けとして、「経営コンサ

ルタント資格認定制度」の導入を図ることとした。現在、2006 年 1 月のプロジェクト終了

を見据えて、経営コンサルタントの認定作業を進めている途中にある。中間評価時には、

優秀なカウンターパートが転職している事実が確認されたが、中間評価以降においては、

転職したカウンターパートが存在せず、プロジェクト期間中のカウンターパートの定着を

図るという目的は十分達成されたと言える。 

 

(2) 問題点および問題を惹起した要因 

中間評価報告書において、「CEFOF マネージメント及びマーケティング・セールス部、

並びに各技術部門が連携し、企業ニーズの把握とともに、顧客に対し生産性向上に係る一

貫したサポートができるよう、CEFOF 運営体制の構築が必須である。」との指摘があった。

中間評価以降、日本人専門家は、CEFOF 幹部との定例会議や科学技術省大臣との面談の機

会に、CEFOF の運営改善に向けた提案を行い、改善を求めてきたが、コスタリカ側が的確

に対処することは必ずしも十分ではなかった。そのため、中間評価時に指摘された問題点

は、終了時評価時点においても必ずしも全て解決されていなかった。コンサルティングサ

ービスに係る能力を向上させるには、企業を相手に実際のコンサルティングを数多く経験
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することが重要であり、顧客（企業）を獲得することが必要である。しかし、実際には

CEFOF による顧客獲得努力は必ずしも十分ではなく、そのためコンサルティングサービス

実施対象となる企業数を十分獲得できたとは言い難い。 

予算については、監督官庁である科学技術省に計画通りの配賦を行ったが、CEFOF 自己

収入分が十分でなかったため、職員の給料遅配や機材維持管理経費の不足が時として生じ

た。 
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第 4 章 調査結果 

4-1 評価結果の概要（評価 5 項目） 

4-1-1 妥当性 

(1) コスタリカ政府の国家開発計画 

現政権は、「国家開発計画 2002-2006」において 5 つの基本政策を掲げ、国民生活の質

の向上を図ろうとしている。その基本政策の一つが雇用確保のための経済活性化・経済成

長である。そして、経済の活性化・成長における重点課題の一つが、生産セクターの競争

力向上である。 

また、本プロジェクトの主管官庁である科学技術省は、「科学技術国家プログラム

2002-2006」の中で 7 つの主要政策を示している。その一つが、「技術の供給者と需要者間

の技術移転の振興」である。この政策の中で 6 つの目的が掲げられ、その一つが「すべて

の人の生活の質的向上を確保する開発の水準を向上させるため、生産セクターの競争力の

向上への貢献」である。この役割を担う機関として位置付けられているのが CEFOF であ

る。生産セクターのための競争力、生産性、及び情報メカニズムを強化する活動を実施す

ることが CEFOF に求められている。 

本プロジェクトの目標の一つは、コスタリカ国の中小企業の生産性向上に寄与すること

にある。したがって、本プロジェクトはコスタリカ政府の国家開発政策や科学技術省の政

策との整合性があると言える。 

 

(2) 日本政府のコスタリカ国への援助方針 

我が国のコスタリカ国に対する援助の重点分野は、「環境・防災」と「産業振興」であ

る。本プロジェクトは、生産性向上を通じて中小企業の競争力強化に寄与する目的を持っ

ている。また、2005 年 8 月に日本・中米首脳会談の成果として示された「東京宣言」では、

地域の経済発展のためには、各国の零細・中小企業及び裾野産業の強化に係るイニシアテ

ィブが重要であることが強調されている。また、この観点から、日本は、中米統合機構

（SICA）諸国の競争力強化につながる様々な分野における生産性向上のための協力を引き

続き実施するという方針が述べられている。また、我が国は生産性向上分野の類似プロジ

ェクトを実施した豊富な経験があり、技術的優位性がある。 

以上から、本プロジェクトは我が国の援助政策との整合性があると言える。 

 

(3) 裨益対象すなわち中小企業のニーズとの整合性 

生産性向上に関するコンサルティングサービスを提供することは中小企業のニーズに沿

っているといえるものの、本プロジェクトで実際にコンサルティングサービスを実施した

企業の大半は大企業あるいは中企業に属する企業である。零細・小企業にとっては、コン

サルティングを負担する能力が限られている上、CEFOF や科学技術省は、中小企業がコン
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サルティングサービスを受けることを支援するような資金的手段を現時点では持っていな

い。ただし近い将来には、コスタリカ政府が企業に対する支援策を講じることが検討中で

ある。 

要すれば、中小企業には生産性向上に関するコンサルティングサービスを受ける必要性

があるものの、プロジェクト期間中にそのサービスを提供することは実際には必ずしも容

易ではなかった。ただし、近い内にこの状況が改善され、中小企業のニーズに対応できる

ようになることが望まれる。 

 

(4) CEFOF の役割・責任 

既述の通り、CEFOF は、生産セクターのための競争力、生産性、及び情報メカニズムを

強化する活動を実施する役割を持っている。2004 年 1 月 23 日に CEFOF の定款の改定が行

われ、コンサルタントの育成と認定を行うことが新たに追加された。また、CEFOF の活動

項目の一つとして、「生産性、品質、IT の分野のコンサルタントを育成する研修を実施し、

コンサルタント認定を行うこと」が追加された。これらのことから、本プロジェクトは

CEFOF の役割や責任との整合性があると言える。 

 

4-1-2 有効性 

本プロジェクトにおける技術移転の結果、CEFOF の生産性向上活動、すなわちコンサル

ティングサービス、セミナー、研修の実施能力は強化された。顧客数もコスタリカ国内だ

けでなく中米域内等においても増加している。本プロジェクトにおけるコンサルティング

サービスを受けたほとんどの企業が、CEFOF の活動に対して高い満足を示している。 

プロジェクト目標、すなわち「CEFOF がコスタリカ企業に対する生産性向上活動を実施

できるようなるとともにその水準を向上できるようになる」の達成度は、指標としての

「CEFOF の技術支援サービスのタイプと顧客数が増加する」と「裨益者としての顧客が

CEFOF の活動に満足する」の観点から、妥当な水準であり、本プロジェクトのアウトプッ

トはプロジェクト目標を達成するために十分寄与していると言える。したがって、有効性

は十分確保されていると言える。 

 

4-1-3 効率性 

日本側及びコスタリカ側の投入は、その量、質、タイミングにおいて概ね適切であった。

各指標としての「C/P 配置」「予算配賦」「「合同調整委員会（JCC）の開催状況」「供与

機材の活用状況」「C/P への技術移転状況」「教材・マニュアル等の作成状況」「コンサ

ルティングサービスの活動状況・顧客満足度等」「生産性向上に係る情報提供・普及」の

観点から、双方の投入は効率的にアウトプットに変換され、アウトプットの達成度は概ね

満足できる水準であると言える。 
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3-2-1 で述べたように、合同調整委員会とマネージメントレベルの定例会議が定期的に開

催されたことは適切であり、プロジェクトの効率性を高める効果があった。一方、実際に

は定例会議において提示された CEFOF のマネージメント面での課題、例えば、コンサル

ティングサービスの販売マーケティングに関する問題が実質的に改善することは必ずしも

多くなかった。 

 

4-1-4 インパクト 

(1) プロジェクト終了後に上位目標を達成する見込み 

C/P は既にある程度 C/P 自身でコンサルティングサービス等を自力で行える技術力を有

しており、CEFOF は今後、日本人専門家がいなくなっても中小企業に対し生産性向上活動

を実施する技術力を保持していると判断される。さらに、プロジェクト期間中にコスタリ

カ国内だけではなく、中米域内におけるコンサルティングサービスを既に展開しており、

その知名度・評価は高く、上位目標は前広に達成しつつある。ただし、中米域内での活動

を今後強化するためには、コスタリカ政府が、そのイニシアティブを発揮することが必要

とされる。 

 

(2) コンサルティングサービスを実施したことによるインパクト 

本プロジェクトではカウンターパートの能力向上の一手段として OJT の一環として企業

向けコンサルティングサービスを実施している。日本人専門家とカウンターパートとによ

り実施しているコンサルティングサービスは、企業側に高く評価されている。コンサルテ

ィングサービスを受けた企業で各種のプラスのインパクトが生じていることが分かった。 

企業に対する質問票調査やインタビュー調査の結果によると次に示すようなインパクト

があったと報告されている。 

ア 作業上使用する言葉の共通理解の促進 

イ 思考方法、安全に対する認識、改善（継続的改良）といった点に関して従業員の姿

勢がプラス方向に変化したこと 

ウ 企業において、労働者だけでなく管理職も含めた職員全員に 5S プログラムの導入を

図ったことが大いに寄与したとともに、改善効果が持続することにもつながった。 

エ 従業員のモチベーションがあがった。 

オ 生産工程の簡素化や標準化、チームワークの改善、グローバルビジネスにおける国

際的競争についての認識の向上 

カ ISO 9001:2000 導入が企業運営の効率性を高めたことと、顧客満足をより重視するこ

とにつながったこと。 
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4-1-5 自立発展性 

① 政策的側面： 既に述べたように本プロジェクトは、国家開発計画や科学技術省

の科学技術国家プログラムの目指すところと整合性がある。政策

面では裏付けされていると言える。 

② 組織的側面： CEFOF は生産セクターの競争力強化、生産性向上、情報メカニ

ズム改善のための活動を実施する役割を持っているが、CEFOF

が行っているコンサルティングサービスに関する広報、販売マー

ケティングが脆弱であると指摘されている。ただし現在、マーケ

ティングに関して、CEFOF では次年度計画においてこの点に関

する改善戦略を立てている。 

③ 財政的側面： 科学技術省は、プロジェクト期間を通じて本プロジェクトに対し

て、前もって合意した予算を支出し、これは CEFOF 全体予算の

43%にあたる。残り 57%は CEFOF の活動（研修コース、コンサ

ルティングサービス等）から得られる自己収入である。ただし、

全収入の大半が職員の人件費にあてられ、事業活動費は必ずしも

十分ではないので、CEFOF の財政面での自立発展性をさらに改

善する必要がある。 

④ 技術的側面： カウンターパートの中には、近隣諸国（エクアドルなど）に第三

国専門家として派遣された実績を持つ者もおり、満足できる水準

まで技術力を身につけた者もいる。従って、CEFOF は今後、日

本人専門家がいなくなっても中小企業に対し生産性向上活動を実

施する技術力を持っていると判断されるので、技術面の自立発展

性については十分であることが確認された。 

 

4-2 総合結論 

本プロジェクトは、コスタリカ政府の開発政策、中小企業のニーズ、そして我が国の援

助方針との整合性がある。プロジェクト目標の達成度については、人材育成面では満足で

きるものの、販売・マーケティングといった制度面では必ずしも十分ではない。 

一部組織運営体制の脆弱性については、終了までの期間に引き続き必要な申し入れを行

うともに、この部分の今後のフォローアップについては検討が必要である。 

本プロジェクトは 2006 年 1 月 19 日に終了することで合意した。 
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第 5 章 提言と教訓 

5-1 提言 

CEFOF が実施した生産性向上に関するコンサルティングサービスに対しては、コスタリ

カ国内のみならず中米域内国においても、高い評価が得られている。ただし、CEFOF の自

立発展性を確保するには、CEFOF 職員のビジネス活動に対する認識を変える必要がある。

特に CEFOF のマーケティング・販売部が脆弱なことからコンサルティングサービス等の

実施の有効性を阻害している。従ってマーケティング・販売部の組織再構築が必要である。

この再構築によって、より多くの顧客を獲得するためコンサルティングサービスに関わる

広報及びマーケティング・販売の機能強化を行う。 

 

5-2 教訓 

生産性向上分野の経営コンサルタント育成を目標とする技術協力プロジェクトの場合、

公共部門と民間部門との間における役割分担の状況を把握するために、事前調査の段階で、

その役割分担の部分について詳細な調査を実施する必要がある。 
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別添 1 

1 

調査日程 

日順 月日 曜 
技術移転計画

(口村) 
総括（榎下） 

計画管理(吉村）
評価分析（道順） 

1 10月4日 火  成田発（CO006）15:50 サンホセ着20：23 
2 10 月 5 日 水  CEFOF表敬（所長） 

10:00 日本人専門家インタビュー 
15:00 経済商工省中小企業局インタビュー 

3 10 月 6 日 木  9:00 民間企業インタビュー： SONRIQ社 
14:00 CPインタビュー： 品質管理グループ 
15:30 CPインタビュー： 生産性測定グループ 

4 10 月 7 日 金  9:00 工業会議所金属加工部門の元理事インタビュー

（兼CEFOF執行委員会メンバー） 
11:00 民間企業インタビュー： Proquinal社 
13:30 CPインタビュー： 生産管理グループ 
15:00 民間企業インタビュー： CERVECERIA 
FANALIA社 

5 10 月 8 日 土  資料整理・分析 
6 10 月 9 日 日  同上 
7 10 月 10 日 月  9:00 民間企業インタビュー： Terramix社 

11:00 民間企業インタビュー： CoopeVictoria社 
13:30 CPインタビュー： 品質管理グループ 
14:30 CPインタビュー： 経営管理グループ 

8 10 月 11 日 火  9:00  民間企業インタビュー： DIMMSA社 
13:30 民間企業インタビュー： Fanal社 
15:00 民間企業インタビュー： ASTEC社 

9 10 月 12 日 水  成田発（CO006）
15:50 サンホセ着

20:23 

9:00 民間企業インタビュー： SUTTLE社 
15:00 民間企業インタビュー： Los Patitos社 

10 10 月 13 日 木  9:00 JICA事務所打合せ 
10:00 日本大使館表敬 
11:30 科学技術省表敬（副大臣) 
14:00 専門家チームとの打合せ 
14:30 評価チームキックオフミーティング 

11 10 月 14 日 金  8:30 専門家からの聞き取り 
10:15 コスタリカ側評価チームとの協議 

12 10 月 15 日 土  団内打合せ、評価グリッド・合同評価報告書・ミニッツ（案）の作成・修

正 
13 10 月 16 日 日 成田発（CO006）

15:50 サンホセ

着20:23 

同上 

14 10 月 17 日 月 （休日）（団内打合せ、評価グリッド・合同評価報告書・ミニッツ（案）の修正） 
15 10 月 18 日 火 8:30  コスタリカ側評価チームとの協議 
16 10 月 19 日 水 8:30  コスタリカ側評価チームとの協議（合同評価報告書、M/M） 

16:30  科学技術省大臣への説明（榎下団長のみ） 
17 10 月 20 日 木 8:30  コスタリカ評価チームとの最終協議（M/M内容確認） 

15:30  合同調整委員会（JCC）開催、JER、M/M署名 
18 10 月 21 日 金 13:30  JICA事務所報告 

15:00  大使館報告 
19 10 月 22 日 土 サンホセ発（CO1490）12:30 ヒューストン着17:10 （ヒューストン泊） 
20 10 月 23 日 日 ヒューストン発(C007)10:50  
21 10 月 24 日 月 成田着14:20 
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主要面談者 

＜コスタリカ側＞ 

(1) 科学技術省 

Mr. Fernando Gutiérrez 大臣 

Mr. Luis Adrián Salazar 副大臣 

 

(2) 経済商工省 

Mr. Leonardo Campos Castillo 中小企業支援総局長 

 

(3) CEFOF（コスタリカ中米域内産業育成センター） 

Mr. Eulogio Domínguez Executive Director 

Mr. German Rudin Academic Director 

Mr. Ezequiel Sánchez Administrative Director 

Mr. Jose Alfred González Instructor (生産管理分野の C/P) 

Mr. Enrique González Instructor (生産管理分野の C/P) 

Mr. Marvin Herrera Instructor (生産管理分野の C/P) 

Ms. Hazel Rojas Instructor (品質管理分野の C/P) 

Ms. Marianela Arias Instructor (品質管理分野の C/P) 

Mr. Luigi Longhi Instructor (品質管理分野の C/P) 

Mr. Jose Arce Instructor (経営管理分野の C/P) 

Mr. Gregorio Arce Instructor (経営管理分野の C/P) 

Mr. Carlos Herrera Instructor (経営管理分野の C/P) 

Ms. Zianne Ramírez Instructor (経営管理分野の C/P) 

Ms. Ana Mirley Instructor (経営管理分野の C/P) 

Ms. Arlette Jiménez Instructor (生産性測定分野の C/P) 

Mr. Maynor Vargas Instructor (生産性測定分野の C/P) 

 

(4) 企業（CEFOF がコンサルティングサービス等を実施した相手先企業） 

Mr. Teobaldo Fumero General Manager, Sonriq’s Industrial S.A. 

Mr. Jorge A. Losilla P.  Manager for Maintenance, Florida Bebidas 

Ms. Isabel Simpson R.  General Manager, Los Patitos 

Mr. Luis Arturo Quirós G. General Manager, ASTEK  

Ms. Yadira Aleman V.  Administrative Analyst, General Administration, Fabrica Nacional de 

Licores 

Mr. Eric García Delgado General Manager, DIMMSA 

Mr. José Fabio Alfaro B. Management Assistant, COOPEVICTORIA 

Mr. Claudio Dittel Director of Quality Assurance, TERRAMIX S.A. 
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Mr. Jaime A. Baquero H. Production Manager, PROQUINAL 

Mr. Ithel Vavarro B. General Manager, SARET Metalmecanica S.A. 

 

＜日本側＞ 

(1) 在コスタリカ日本国大使館 

鷲見 良彦 特命全権大使 

宮本 敏央 二等書記官 

 

(2) JICA コスタリカ駐在員事務所 

山本 美香 事務所長 

張  朝英 現地職員 技術協力コーディネーター 

 

(3) 日本人専門家 

和田 巌 チーフアドバイザー 兼 経営管理 

福長 龍昭 業務調整員 

中村 秀夫 品質管理 

岡本 圭司 生産管理 

 



終了時評価調査団協議結果

別添3

1

(1) ・ 5年間の協力期間の終了を前に以下
を目的として終了時評価を実施す
る必要がある。1）これまでのプロ
ジェクト活動の進捗状況と成果を
的確に把握する。2）上記実績を踏
まえて5項目評価を行い、教訓・提
言を行う。

・

・

左記終了時評価の目的
について理解を得る。

コスタリカ側評価チー
ムとともに、評価5項
目の観点から、教訓・
提言を含む合同評価レ
ポート(JER)を作成す
る。

・

・

同評価調査の目的・手法につき説
明し理解を得た。

コスタリカ側評価チームと協議の
上、合同評価レポート(JER)を作
成した。

(2) ・ 以下ア～エの各種管理
諸表をもとに、「評価
グリッド」を作成し、
終了時評価（５項目評
価）を行う。

・ 「評価グリッド」を作成の上、5
項目評価を行った。

ｱ PDM ・ 最新PDM（Ver.5)は2005年3月に行
われた合同調整委員会（JCC）にお
いて合意承認されている。

・ プロジェクト目標達成
に向けた個々の活動及
び成果の相関関係を再
確認し、JERに添付す
る。

・ PDMをベースに各評価項目に基づ
き活動・成果の相関関係を再確認
した。

・ 各指標がプロジェクト
目標及び成果が達成さ
れた状態を表す上で妥
当かどうかを再確認す
る。また、各指標の収
集手段を明確化した上
で必要に応じ見直しを
行い、JERに添付す
る。

・ 各指標の表現自体は、プロジェク
ト目標や成果の達成状態を表す上
で概ね妥当であると判断するが、
数値指標があるべき項目に具体的
指標が設定されていないものがあ
る。

ｲ 技術協力計
画(TCP)、活
動計画(PO)
及び実施計
画(SI)

・ 2005年3月に行われたJCCにて最新
改訂版が承認されている。

・ これまでの技術移転進
捗状況及び残余期間の
協力体制についての協
議結果を踏まえ、要す
れば見直しを行いJER
に添付する。

・ 関連する諸表については基本的に
見直しは行わず、JERに添付し
た。

ｳ 年次活動計
画(APO)、年
次技術協力
計画
(ATCP)、年
次実施計画
(ATSI)

・ 2005年度が最終年度のため、2000
年度からの累積（計画・実績）表
を現在、プロジェクトにて作成
中。

・ これまでの実績を確認
するとともに、要すれ
ば2005年度分の見直し
を行う。

・ 実績を確認し、JERに添付した。

ｴ 進捗管理に
用いるその
他のフォー
マット

・ 上記ァ～ゥのプロジェクト管理諸
表とは別に下記フォーマットをプ
ロジェクトで作成し、プロジェク
ト活動の記録及びモニタリングに
活用している。

・ 左記の実績・状況を確
認し、JERに添付す
る。

・ 各種フォーマットにおける実績・
状況を確認し、JERに添付した。

1 プロジェクト実施体制の現状
1)実施機関(CEFOF)の予算
2)日本側・コスタリカ側投入実績
3)CEFOFの人員配置
4)機材維持管理台帳
5)研修・セミナーコース実績表
6)コンサルティングサービス実績
表
7)第三国研修実績表
8)域内協力実績表
9)指導用マニュアル及び教材

・ 同上

2 C/Pの技術移転モニタリング・評価
シート

・ 同上

3 ローカルコスト負担 ・ 同上

調査・協議結果対処方針
現状及び問題点

（評価の留意点）
調査項目

終了時評価の目
的と主旨の理解

終了時評価の実
施

最新のプロジェ
クト管理諸表の
確認・分析

1



終了時評価調査団協議結果

別添3

調査・協議結果対処方針
現状及び問題点

（評価の留意点）
調査項目

2

(1) ・ これまでの実績は以下のとおり。
ｱ 日本側
(ｱ) 専門家派遣 ・ 実績を確認し、結果を

JERに添付する。
・ 実績を確認し、JERに添付した。

計9名の長期専門家が派遣。

a.長期 ・ チーフアドバイザー
桑原　好孝（2001.4.24-2003.4.23）

太字は17年
度派遣の専
門家

・ チーフアドバイザー
佐藤　眞士（2003.4.13-2005.4.12）

・ 業務調整員
福長　龍昭（2001.1.20-2006.1.19）

・ 生産管理
竹村　憲二（2001.3.25-2004.3.24）

・ 品質管理
青井　久幸（2001.4.5-2002.8.3）

・ 品質管理
中村　秀夫（2002.12.8-2006.1.19）

・ 経営管理
滝沢　信一（2001.6.28-2003.2.27）

・ 経営管理(2005.4.13よりC/Aを兼務）

和田　巌　（2003.8.30-2006.1.19）

・ 生産管理
岡本　圭司（2004．4.30-2006.1.19）

b.短期
・ 生産性普及促進

関　　仁　（2001.6.10-2001.6.27）

・ 実績を確認し、結果を
JERに添付する。

・ 実績を確認し、JERに添付した。
計24名の短期専門家が派遣。

・ 食品衛生管理
丹野　憲二（2001.1119-2001.12.15）

・ 総合的生産性向上
鈴木　甫　（2002.1.10-2002.2.16）

・ 経営管理のための情報技術基礎
芹澤　茂　（2002.1.15-2002.4.12）

・ ソフトウェア開発に関する品質管理

秋山　義博（2002.2.3-2002.2.16）

・ 人的資源管理基礎
河口真一郎（2002.4.8-2002.6.9）

・ 実験計画法（タグチ・メソッド）
佐藤　明久（2002.8.23-2002.10.6）

・ 総合的生産性測定
三森　邦弘（2002.9.29-2002.12.22）

・ 人的資源管理基礎
河口真一郎（2002.10.6-2002.11.3）

・ 中小企業における実践的企業会計
（財務）
黒田　和光（2003.2.16-2003.3.15）

・ 生産性測定
高橋真弥子（2003.8.20-2003.11.15）

・ マーケティング・リサーチ
中山　悌二（2004．1.25-2004.3.24）

・ 実験計画法と統計
佐藤　明久（2004.2.28-2004.3.19）

・ 生産性測定
高橋　真弥子（2004.3.7-2004.4.4）

・ 生産性普及
井上　安彦（2004.4.9-2004.4.30）

・ ビジネス・ゲーム1
小柴　達美（2004.8.8-2004.8.24）

・ 生産性測定4
光藤　晃彦（2004．9.18-2004.10.11）

・ バランスト・スコアカード
味方　守信（2005.2.6-2005.2.20）

・ 生産性測定V/コンサルタントスキル

光藤　晃彦（2005.3.4-2005.3.21）

・ 食品産業におけるコンサルティング

高須　一重（2005.3.6-2005.3.21）

・ 生産性普及、促進（コンサルタント認証）

井上　安彦（2005.4.3-2005.4.16）

・ コンサルティング・スキル2
光藤　晃彦（2005.7.8-2005.7.25）

プロジェクトの
進捗状況
投入計画の進捗

（2001年度実績）

（2002年度実績）

（2003年度実績）

（2004年度実績）

（2005年度実績）

2



終了時評価調査団協議結果
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調査・協議結果対処方針
現状及び問題点

（評価の留意点）
調査項目

(ｲ) 研修員受入
・ 生産性向上機関の管理

（Productivity Organization
Management）
GUTIERREZ ORTIZ Fernando、MUNOZ
CESPEDES Olman、RUDIN Vargas
German
（2001.3.11-2001.3.23）

・

・

実績（計画含む）を確
認し、結果をJERに添
付する。
研修後のC/Pへの技術
移転状況を確認する。

・ 実績を確認し、JERに添付した。
計26名の研修員を受入（2005年11
月受入の13名含む）。

・ 実践的総合生産性向上
（Productivity Management）
Eric CHAVES Vega
（2001.4.9-2001.6.10）

・ 生産性向上（Productivity
Management）
LONGHI Luigi
(2001.10.30-2001.11.23)

・ 中小企業診断（Consultancy
Service for Small & Medium
Enterprises）
Carlos Manuel Leandro
（2002.5.12-2002.8.12）

・ 実践的総合生産性向上
（Productivity Management）
Geisell Maria ROJAS GARCIA、
Pedro MOREIRA
（2002.4.9-2002.6.9）

・ 実践的総合生産性向上
（Productivity Management）
ARIAS Marianela
（2003.10.14-2003.11.22）

・ 中小企業診断（Consultancy
Service for Small & Medium
Enterprises）Jose Alfredo
GONZALEZ
（2003.5.5-2003.8.7）

・ 中小企業診断II
（Consultancy SME II)
Maynor Vargas
(2004.5.8-2004.8.6)

・ 生産性向上実践技術
Seminar on Productivity Improvement

Zianne Ramirez
・ 生産性向上実践技術

Seminar on Productivity Improvement

Enrique Gonzales

経営コンサルタント認定11名
C/P（2005.11.5-2005.11.13)
CEFOF所長/理事も同行

(ｳ) 機材供与 ・
・
・
・
・

2000年度実績：43,888千円
2001年度実績： 5,555千円
2002年度実績： 4,817千円
2003年度実績： 1,297千円
2004年度実績： 3,294千円

・ 実績を確認し、結果を
JERに添付する。

・ JERのAnnex5に添付。

・ 機材管理台帳に基づい
た機材の維持管理がな
されているか確認す
る。

・ JERのAnnex5において各機材の使
用状況及びメンテナンス状況が記
載されてある。事務所へ提出する
経理書類には機材リストを添付。

・ 稼動状況、メンテナン
ス状況について確認す
る。

・ 同上

(ｴ) 現地業務費 ・
・
・
・
・
・

2000年度実績： 1,082千円
2001年度実績： 5,252千円
2002年度実績： 4,946千円
2003年度実績： 5,431千円
2004年度実績：10,482千円
2005年度実績：21,244千円

・ 現地業務費の執行管理
状況を帳簿などにより
確認する。

・ 現地業務費の経理書類を事務所に
提出することにより、その都度執
行管理については確認されてい
る。

（2000年度実績）

（2001年度実績）

(2002年度実績）

（2003年度実績）

（2004年度実績）

（2005年度実績）

3



終了時評価調査団協議結果
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調査・協議結果対処方針
現状及び問題点

（評価の留意点）
調査項目

ｲ コスタリカ
側

(ｱ) 人員配置 ・ 2005年9月現在、人員配置は以下の
とおり。
Project Director        1名
Project Manager         1名
Project Coordinator     1名
Techinica C/P       13名
(当初計画はC/P22名配置）

・ 人員配置の現状につい
て確認し、JERに添付
する。

・ JERのAnnex7に添付。

・ Technical C/Pのうち生産性測定分
野2名については、業務上の理由よ
り、本年度実施の「コンサルタン
ト認定試験」へ応募しないことに
なった。

・ 左記C/P2名の現状を確
認する。

・ 生産性測定分野のC/P2名の活動状
況は活発であり、特に問題なし。

(ｲ) 予算措置 ・ JCCにてCEFOFの予算措置について
は随時報告がなされている。

・ プロジェクト開始以降、CEFOFの自
己収入は計画額を常に下回ってい
る。

・ 実績を確認し、結果を
JERに添付する。

・ CEFOF各部門の自己収入と予算配
分はJERのAnnex11のとおり。

・ 可能であればプロジェ
クト終了後の予算措置
計画を入手しJERに添
付する。

・ CEFOFが作成した「2006年度販売
マーケティング計画」と題する計
画書で、自己収入の増加を目指し
た活動計画と予算計画の記述あ
り。

(ｳ) 施設・設備 ・ 維持管理体制を確認
し、結果をJERに記載
する。

・ CEFOFでは、3ヵ月毎に開催される
会議において、機材の状況を調査
し、機材の管理状況を記録報告し
ている。

(2)

ｱ 各技術移転
分野におけ
るC/Pの技術
レベルの向
上度

・ 各長期専門家（経営管理、品質管
理、生産管理）は、「技術移転モ
ニタリング・評価シート」を用い
て、各々配置されたC/Pの技術移転
達成度を評価している。

・ C/Pの技術レベルの現
状、技術力の評価方
法、目標レベル設定並
びに到達までの今後の
計画等について、日本
人専門家チームおよび
コスタリカ側と協議
し、結果をJERに記載
する。

・ C/Pのコンサルティングサービス
に係る知識・能力は個人差はある
にせよ、満足できるレベルに到達
していると判断された。

ｲ 研修・セミ
ナーコース

・ CEFOF事業の主要項目として、これ
までに数多くの研修・セミナーが
実施されている。また、中米域内
の周辺国においてセミナー等を積
極的に展開している。

・ 左記実績について確認
し、結果をJERに記載
する。
広域活動については、
C/Pの主体的関与の度
合いを確認する。

・ 実績についてはJERのAnnex25～28
に添付。
広域活動におけるC/Pの主体的関
与は、セミナーの講師を務めるな
どの形で徐々に高まっている。

ｳ コンサル
ティング
サービス

・ 各3分野（経営管理、品質管理、生
産管理）においてOJTコンサルティ
ング活動を精力的に実施してい
る。広域活動としては、主として
エルサルバドルにて企業コンサル
ティングを実施している。

・ 左記実績について確認
し、結果をJERに記載
する。
広域活動のコンサル
ティングサービスにお
ける、C/Pの技術移転
レベルを確認する。

・ 本件プロジェクトによりコンサル
ティングを実施した企業からの質
問票の回答によれば、企業側の満
足度は高い。
エルサルバドル国の企業に実施し
たコンサルティングサービスは、
企業側から高い評価を受けてお
り、また専門家の話でもC/Pが自
らコンサルティングを行えるな
ど、技術移転のレベルが高いこと
を確認した。

(3) 別紙評価グリッドに基
づき、下記5項目評価
を行う。

評価5項目による
終了時評価の実
施

技術協力計画の
進捗状況

4



終了時評価調査団協議結果

別添3

調査・協議結果対処方針
現状及び問題点

（評価の留意点）
調査項目

＊ プロジェク
ト目標の達
成度

・ プロジェクト目標は、「CEFOFがコ
スタリカ国内において、生産性向
上に係る活動を実施し、そのレベ
ルを向上できるようになる。」こ
とである。

・ プロジェクトの各成果
の達成度合い、並びに
それらが目標の達成に
どの程度結びついてい
るかについて、その達
成状況を確認する。

・ 本プロジェクトに移転された日本
特有の生産性向上活動は、CEFOF
により高水準で実施出来、企業側
においても評価が高い。

＊ プロジェク
ト目標の達
成度（続
き）

0 プロジェクトの運営管理体制が整
備される。

・ 0）当初計画されたC/P数は17名
（パートタイム4名除く）に対
し、最終的な配置数は13名であっ
たが、プロジェクト活動に大きな
影響を与えることはなかった。予
算については、科学技術省に計画
通りの配賦を行ったが、CEFOF自
己収入分が十分でなかったため、
職員の給料遅配や機材維持管理へ
の予算不足を生じた。

1 C/Pの生産性向上分野に係る技術レ
ベルが向上する。

・ C/Pのコンサルティングサービス
に係る知識・能力は個人差はある
にせよ、満足できるレベルに到達
していると判断された。

2 コンサルティングサービスが体系
的に実施される。

・ 全般的に企業に対するコンサル
ティングサービスは効果的に実施
されたと判断される。

3 情報・普及促進サービスが改善さ
れる。

セミナー/コンベンション/研修を
通じて、プロジェクト活動に関す
る情報や教材が、公的機関・民間
企業からの参加者に配布されたこ
とにより、情報提供は行われた。

ァ 計画の妥当
性

・ 国家開発計画（2002.5～2006.4）
の中で、科学技術省の所掌範囲に
おいて、CEFOFは生産性向上に関す
る技術向上を図る機関として位置
付けられている。

・ 国家政策と本プロジェ
クトの位置付けを確認
し、上位目標の妥当性
を確認する。

・ 左記国家開発計画に加えて、科学
技術省「科学技術国家プログラム
2002-2006」の中で「生産セク
ターの競争力向上への貢献」の役
割りを担う機関としてCEFOFが位
置付けられている。

・ 日本の援助政策に合致
しているかどうか。

・ 日本の対コスタリカ援助重点分野
の一つが「産業振興」であり、
2005年8月の日・中米サミットの
「東京宣言」では日本は生産性向
上に係る協力を継続実施すると述
べられている。

・ ターゲットグループはコスタリカ
及び周辺域内の中小企業。

・ ターゲットのニーズに
合致しているかどう
か。

本プロジェクトでコンサルティン
グサービスを受けた企業の大半は
中規模もしくは大企業であった。
零細・小企業はコンサルティング
サービスに対するニーズはあるも
のの、コンサルフィーが支払えな
いなどの理由によりコンサルティ
ングを受けることは困難であっ
た。

・ CEFOF新定款(2004年1月)におい
て、CEFOFをコンサルタントの訓
練・育成・認定を行う機関とす
る」と追記された。

左記新定款を踏まえれば、本プロ
ジェクトはCEFOF本来の役割り・
責任と整合性があることが改めて
明確になった。

ィ 有効性 ・ CEFOFのマネージメント部門・マー
ケティングセールス部門が脆弱な
ため、円滑な企業サービスに支障
を来たしている。

・ 左記を含めて、プロ
ジェクト目標達成の阻
害要因を確認する。

技術移転の結果として、コンサル
ティングサービス/セミナー/研修
の実施能力は強化された。一方、
CEFOFのマネージメント部門・
マーケティングセールス部門が脆
弱な状況は変わらず、コンサル
ティングサービス等の実施の有効
性を阻害している。

ｳ 効率性 ・ 成果に対する投入の
質・量・タイミングは
適切であるかどうか確
認する。

日コ双方の投入は、その質・量・
タイミングにおいて概ね適切で
あったと判断される。
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調査・協議結果対処方針
現状及び問題点

（評価の留意点）
調査項目

・ 投入の成果の因果関係
を確認する。

投入と成果の因果関係は効率的で
あったと判断される。

ェ インパクト ・ 上位目標は、「コスタリカ国内及
び中米域内において、CEFOFを通
じ、生産性向上活動が強化され
る。」ことである。

・ 広域活動は上位目標に
位置付けられるとこ
ろ、以下を中心に確認
する。
1）C/Pの自立的広域活
動能力
2）コスタリカ側の広
域活動に関するオー
ナーシップ（予算、人
員体制、ネットワーク
作り）
3）域内諸国のCEFOFに
対する協力要請（コス
トシェアリング含む）

一部のC/Pについては高い自立的
広域活動能力を有するものと確認
された。ただし、コスタリカ側の
広域活動に対するオーナーシップ
については、予算を必要とするこ
とから自力で実施できるかどうか
はコスタリカ側の方針に左右され
る。本プロジェクトで築いたネッ
トワークがあるので、これを活用
できる状況にはある。なお、域内
諸国のCEFOFに対する協力要請
（コストシェアリングを含む）に
ついては、域内諸国に対する質問
票を出したものの回答が届かず、
確認できていない。

ｵ 自立発展性
（見込み）

・ プロジェクト終了後の自立発展性
を確保するためにも、C/Pに対して
「コンサルタント認定」を
JICA/JPC/CEFOFの三者で行う
（2005年11月には本邦研修におい
てコンサルタント認定の試験を実
施）。同時に同認定制度がCEFOF自
身で継続的に行えるようになる必
要がある。

左記コンサルタント認
定制度がCEFOF内部に
定着させるためには、
コスタリカ側の組織体
制及び制度構築の現
状・方向性を確認す
る。また併せて同コン
サルタントの継続的認
定に関するマーケット
ニーズ調査をCEFOF自
身が行う意志ががある
かどうか確認する。

コンサルタント認定制度の定着に
併せて、18年度要望の「第三国研
修」の実施に積極的であることが
確認された。現時点ではCEFOF
は、コスタリカ国内の人材を育成
しコンサルタント認定することに
ついての認識については必ずしも
明確ではないので、マーケット
ニーズ調査の必要性を含めて、11
月の本邦研修時に改めて説明し理
解を得た。

・ CEFOFの上級監督官庁は科学技術省
であるが、カルタゴ工科大学から
CEFOFの吸収合併の動きがあった。

・ 現在の最新状況を確認
する。

2006年5月の政権交代後の状況を
踏まえて、これら吸収合併の動き
に注視することになった。

3 上記「コンサルタント認定制度」
がCEFOF内部に定着し、C/P及び外
部コンサルタントに対し、同認定
を行うことによりC/Pの定着（ある
いは同等の技術力を持った職員の
再生産）及び企業サービスの向上
が期待されている。

現時点での2006年度以降の協力要
請は以下のとおり。
1）コンサルタント認定制度の継続
的定着支援のための短期専門家（1
名×1ヶ月×3回）
2）第三国研修「5S、KAIZENコンサ
ルタント育成コース」（3回実施）
3）SVグループ派遣（品質管理、生
産管理、業務調整）

終了時評価の結果に基
づき、今後の協力のた
めの情報収集・意見交
換を行う。
場合によっては、SVと
専門家の相違を先方に
説明し、必要に応じて
ミニッツに記載する。

1）短期専門家については18年度
派遣予定。

2）第三国研修は18年度は見送
り、まずは上記短期専門家派遣
による、コンサルタント認定制
度へのフォローを優先し、19年
度実施の方向。

3）SV3名は現在派遣前研修中
（18年3月末派遣予定）。

プロジェクト終
了後のフォロー
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「コスタリカ生産性向上プロジェクト」終了時評価調査・団長所感 

平成 17 年 10 月 21 日 

JICA 専門技術嘱託 

榎下信徹 

1. 評価結果について 

(1) 日本人専門家から「コ」側カンターパートへの生産性向上・コンサルティングサービ

スに係る技術移転は、概ね順調であったことが確認された。この事実は企業等へのア

ンケートやインタービューで、両者のサービスが素晴らしかったとの結果でも裏づけ

された。本結果は、専門家とカウンターパートの熱意と良好な信頼関係がもたらした

ものであり、プロジェクトの成果を確かにした点で、賞賛に値するものがある。従っ

て、本プロジェクトは「人的能力開発」の面で大いに成果があったと言えるだろう。 

(2) 一方、「効率性」や「自立発展性」の評価項目に見るように、専門家とカウンターパ

ートの活動を支える広報やセールス・マーケッティング活動等が必ずしも十分でなか

ったという指摘がなされた。本事実は、依然としてカウンターパート機関（CEFOF）

の運営管理の脆弱さを露呈しており、その意味で本プロジェクトは「組織強化」の点

で課題を残したと言えよう。 

(3) 本プロジェクトのみならず、途上国の政府機関の責任者は、一般的に政権当時のポリ

ティカル・アサイメントであり、往々にして組織の運営管理への理解と一貫性を欠く

場合が見受けられる。一方、我が方の技術移転対象者は、プロパー職員（本プロジェ

クトの場合、インストラクター）であることが多く、この途上国特有の組織構造が、

時に両者の間に軋轢をもたらすこととなる。本プロジェクトもその範疇の例外ではな

い。 

 

2. CEFOF の活動について 

(1) 中小企業育成のために公的機関の果たす役割は、特に途上国において大きなものがあ

るのは論を俟たない。確かに途上国では競争力強化のための企業コンサルティングの

存在や必要性の認識が希薄であり、それ故、CEFOF のような機関が同サービスを提供

することは、先駆的役割としての意義が認められる。また、財政的に豊かでない零細・

小事業への支援としても意味を持つものである。 

当プロジェクトはそのサービス技術の向上のために協力している訳であるが、特に本

協力により、我が国特有のメソッド（5S、カイゼン等）が紹介されることは、企業に

とって目新しい啓蒙的魅力があり、経営改善への期待をもたらしている。従って、本

プロジェクトを通じて技術移転を受けた CEFOF カウンターパートにも、同じ役割を

担うことが期待されている。 
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(2) しかしながら、企業コンサルティング・サービスは本来、民業で賄う領域であり、従

って、CEFOF の在り方や運営が問われるのも当然の帰結と思われる。その意味で昨年、

CEFOF の定款が見直され、新しく「コンサルタント養成機関」としての機能が謳われ

たのは、CEFOF という公的機関が果たす役割に一定の方向性を与えたものと理解され

る。また、所管の科学技術省大臣は将来「生産性情報センター」としての役割も担い

たいとの考えを述べており、我が方から提案した「コンサルタント資格認定制度」の

行く方と共に、CEFOF の活動は流動的である。 

(3) 中間評価と同じく、今次の調査でも指摘された運営管理の脆弱性さは前述の 1(2)でも

触れたが、加えて公的機関の持つ非効率性にも起因していると思われる。すなわち、

CEFOF の運営予算は収入の過半を自助努力で賄う計画になっているが、現実はその姿

に程遠い。この実態は事業拡大のための広報やセールス・マーケッティング活動の不

足から惹起されているとの内外からの指摘にも拘らず、プロジェクト期間中には終

ぞ、その改善の兆しは見られなかった（本事実は、現 CEFOF 所長も是認）。この事

実は競争原理が働く市場の中で、公的機関がいかに競争へのインセンティヴを持ち、

事業を展開し得るかの困難さを物語っているように見受けられる。 

 

3. 中米広域活動について 

(1) CEFOF の生い立ち自体が中米での広域活動を期待されていただけに、評価項目の「イ

ンパクト」で挙げられるように本プロジェクトを通じ、一段と同地域のニーズと実施

の可能性が確認されたのは喜ばしい限りである。すなわち、第一フェーズへの協力

（1992-1997）、2 回にわたる第三国研修に引き続き第二フェーズ（本プロジェクト）

で活発な広域活動が展開された結果、域内諸国とのネットワーク構築が強化され、

CEFOF の知名度を高め、改めて広域協力への期待が高いことが確認された。 

 本年 8 月、東京で開催された日本・中米サミット会議で、本協力への我が国の明確

な支援が謳われた背景もあり、今回の調査でも同旨を伝えるとともに「コ」側の一層

のイニシアティヴをお願いしたところである。 

 

4. CEFOF の今後について 

(1) 上記 2.(2)と(3)でも考察したとおり、公的機関としてコンサルティング・サービスをい

かに展開していくかが、今後の大きな課題となろう。幸いにも現状の CEFOF の活動

には好意的評価が示されたが、その状況の定着については、我が国の協力終了後では

未知の部分も多い。今後の安定的運営を志向して、経済商工省中小企業局や大学との

連携を模索するのも、サステナビリティの確保から一考に価すると思われる。また、

上述した「コンサルタント養成機関」としての役割に、「コンサルタント資格認定制
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度」の導入が関連性を有するようになるか否かは、今後の「コ」政府の意向と業界の

ニーズと反応次第である。 

(2) 中米広域協力については、ニーズもフィジビリティも確認されたので当面、我が国の

第三国専門家派遣等を導入し、域内諸国の人材育成を支援しつつ、「コ」側の実施能

力の向上とイニシアティヴを涵養することが重要である。 

(3) 「コ」国の政権交代が 2006 年 5 月に予定されており、実質年明けから選挙を控えた

社会情勢になることが想定されている。上記 1.(3)でも述べたように、政権交代に伴っ

て CEFOF の経営幹部の交替が予想されることから、同時期は CEFOF の将来へのター

ニングポイントになるやも知れない。我が方としては、明確なビジョンを有した有能

な人材が着任することをひとえに願うのみであるが、いずれにしろ政権交代時の

CEFOF の動向は厳重なウオッチが必要である。 

以上 
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「コスタリカ生産性向上プロジェクト」終了時評価調査・団員報告 

(財)社会経済生産性本部 国際部 

 口村 直也（技術移転計画） 

1. 調査団員所見 

プロジェクト目標、同上位目標の技術移転成果については、関係者（C/P、コ国関係機関、

コンサルティングサービスを利用した企業、中米域内関係機関等）より提出されたアンケ

ート結果およびヒアリング内容により、十分な成果を確認することができた。特に上位目

標については、プロジェクト期間中に企業 OJT を始めとする明確な成果が複数確認されて

おり特筆に値する。これは、熱意ある専門家の指導と、積極的な C/P の取組みによるとこ

ろが大きい。 

ただし、中間評価調査団の指摘事項「CEFOF 経営層のマネジメント力の脆弱さと組織の

風通しの悪さ」については、明確な改善が見られず、終了時においてもプロジェクト成果

に悪影響を及ぼしたことが確認された。当問題は今後の CEFOF によるコンサルティングサ

ービスの持続可能性にも大きく影響するため、本調査団ではサービスプロモーションの体

制を再構築することを提言した。 

 

2. 技術移転計画 

十分な技術移転成果が確認できたことから、本プロジェクトの技術移転計画は妥当であっ

たと考えられる。なお、中間評価以降に JCC 等での協議を受けて変更された主な技術移転

計画は以下の通りである。 

① PDM 2-4 追加（JICA・JPC・CEFOF による経営コンサルタントの認定実施） 

② PDM 3(2)追加（経営コンサルタント認定試験を伴う訪日研修の実施） 

③ TCP 2.2.7 追加（生産管理分野の長期専門家交代に伴う技術移転計画の追加） 

 

なお、CEFOF のコンサルティングサービスがより幅広い顧客ニーズに対応できるように

する事を目的とし、全 C/P を対象とする各技術移転分野（生産管理・品質管理・経営管理・

生産性測定の 4 分野）の講義を実施した。本技術移転は、その実施時期がプロジェクト初

期に集中していた為、技術移転分野の相互連携の促進には、あまり効果を発揮しなかった。 

こうした分野連携を図るための技術移転は、プロジェクト初期および後期において実施す

ることで、その効果はより発揮されたであろう。 
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3. 継続的な「コンサルタントの養成と認定」について 

2004 年 1 月、CEFOF は定款を見直し、「コンサルタントの養成と認定を実施する」こと

を決定した。一方、本終了時評価における評価グリッド「サスティナビリティー」におい

て、C/P の技術レベルは「日本人専門家の助けを得ずともコンサルティングを実施できるレ

ベル」にあることが確認された。 

ついては、コスタリカ国政府の政策支援ならびに CEFOF の経営戦略と積極的事業展開に

より、「コンサルタントの養成と認定」を含む CEFOF の「コンサルティングサービス」は

持続的なものとなろう。また、プロジェクト期間中に構築されたネットワークを活用する

ことで、そのサービスは同国内のみならず中米域においても展開することが出来る状況に

あり、CEFOF が中米域の生産性センターとして名実共に活躍する事が期待される。 

ただ、上記の「コンサルティングサービス」を CEFOF が展開するには、①コスタリカ国

政府の政策支援、②CEFOF の経営体制の強化（特にサービス・プロモーションについて）、

③同国内における「コンサルタントの養成と認定」に関する市場ニーズの確認、の 3 点が

必要と考えられる。 

本プロジェクトでは、「コンサルタントの養成」および「コンサルタントの認定」を実施

した。「コンサルタントの認定」では、単独でコンサルティングサービスを実践し得る「シ

ニアレベル」と、コンサルティングサービスに関する十分な知識を有する「ジュニアレベ

ル」の 2 段階で C/P の認定が行われる。プロジェクト終了の次年度である 2006 年度におい

ては、「ジュニアレベル」の C/P が経験を重ねることで「シニアレベル」に昇格する機会

を設ける必要があり、その為の技術移転が必要である。 

また、2005 年 7 月、技術移転の評価グリッドにおけるサスティナビリティーの視点から、

プロジェクト終了後における CEFOF 独力による継続的な「コンサルタントの養成と認定」

に関する技術移転が JICA より提案され、CEFOF も取組む意思を表明した。 

これを受け、本年 11 月に実施予定の訪日研修には CEFOF の所長および理事も参加を予

定しており、JPC が実施する「コンサルタントの養成と認定」について研修し、CEFOF 独

力による「コンサルタントの養成と認定」の実施に向けたロードマップの策定を実施して

もらう予定である。また 2006 年度における「コンサルタントの養成と認定」の実施に関す

る短期専門家を推薦する予定である。 

以上 
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